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進んでいたが、CRT が 36 型で限界に達しており、また 1990 年代からハイビジョン放送が始まる
など、新しい薄型大画面テレビの潜在需要は高まっていると分析。しかしながら、パソコン市
場で敗退したプラズマディスプレイはデスバレーに陥っており、事業は一向に立ち上がる気配








































































方法はいろいろあるが、スイスの国際経営開発研究所である International Institute for 






米国と１位、２位を争う順位にあったが 1990 年後半から急落、2000 年代に入ってからは 20 位





































































































































































































第１章でも述べたように、1960 年から 1970 年代は、日本は製品や製造における技術力を強み
として製造業を中心に経済成長を遂げた。1970年代後半ではGDPの産業別の構成比率で見ると、











































































































































































































































































































ものとして、図８に 37 型以上の薄型テレビに対する 2007 年度の参入企業とシェアを示す。ま
た価格下落の状況について、北米で販売している 42 型のプラズマディスプレイと LCD の 2006
年～2009 年までの推移を図９に示す。 
42 型のプラズマディスプレイは、2000 年初頭には 100 万円近くしていたが、2009 年時点では




















































総務省統計局が行った調査では、日本の研究費は 2008 年度に 1616 億ドルとアメリカに次い
で２番目に投資を行っている。GDP 比率で見ると 3.78%であり、主要国の中で最も高い(表１)。
すなわち生産活動で生まれた財貨を最も研究開発に投資している国と言える[13]。 
また、研究者数を比較してみると、日本の研究者数は 2008 年度に 68.3 万人であり、米国（2006



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る。パネル構造は、元来 DC 型と AC 型の２種類が存在したが、現在の主流は AC 型であり、その



















































































































































































次に、図 20 で示した３本の電極に引加する代表的な駆動電圧波形を図 21 に示す。映像を映
ドライバ （ サステイン）
ドライバ（アドレス）












































マディスプレイで CRT に匹敵するコントラストを獲得することができた。 
 















































図 22 絵を表示する原理 



























































ている。例えば 2007 年にパナソニックから発売された 42 型のフルハイビジョン(FHD)モデルで









表 9 CRT,PDP,LCD の消費電力比較 
 
一方、直近の話ではあるが、この電力に関する課題については 2008 年頃からグローバルで市























































































































































マディスプレイ以外に主要デバイスである CRT と LCD を含めた３種類を分類した。その分類表
































































































































































































































































































































































に限られていた液晶を尻目に 10 型以上の中型分野で市場を拡大し、1989 年まで生産台数を順調




























































































内生産金額とパソコン用 LCD の国内生産枚数の推移を図 30 に示す。これを見ると、プラズマデ

















































































































































































































































































1990 年代初頭に考えられたディスプレイデバイスの棲み分けを表した図を図 31 に示す。前述


























































遡る。1931 年には第 2放送が始まり、当初は NHK のみであったが、後に民放ラジオも開局され、
ラジオが家庭の娯楽や情報伝達の主流となった。次に 1953 年にテレビ放送が開始、1960 年には
NHK、民放ともにカラー放送が開始された。10年ほどかけて普及率はほぼ 100％近くまで到達し、
テレビ時代が到来した。そしてその役割を担うデバイスは前述の CRT となった。またカラー放






















年に NHK が主導でコンソーシアム（PDP 開発協議会）を設立し、プラズマディスプレイをデスバ
レーから乗り越えさせ、事業化へ繋げる役割を果たした。ここではその中で取られた戦略、マ
































フィールドによる階調表現、AC 型では特にアドレスと放電を時間的に分離する ADS：Address 




1989 年には衛星放送が、続いて 1991 年にはハイビジョン放送が試験放送ながら開始され、これ
に符合して CRT 方式のハイビジョンテレビの市販も開始された。衛星放送のデジタル方式の採
用が決定されたのは 1997 年で、実際に放送が開始されたのは 2000 年である。この間のハイビ






















ハイビジョンの普及は、特に NHK が世界のリーダーシップを担い、1998 年開催の長野オリン
ピックの全競技ハイビジョン中継放送を本格的な普及のための戦略的な契機として掲げていた。
























































とするため５年間に設定された。また NHK はこの５年間で 30 億円という集中投資を行う決断を
しており、この協議会にかける意気込みが窺える。 
 


























































































































































































































































































































































































































































































































































図 44 PDP 開発協議会成果の推移 
 
また、図 44に PDP 開発協議会の活動で発生した特許出願件数と論文およびプレス発表件数の





















































































最後に、成果の具体的な推移を表 19 に示す。パネルだけを取り上げても、1996 年から 1997
年にかけて、会員企業によりすさまじい数の試作機や実用機の開発が進められた。日本のメー
カが中心となって、1992 年の 21 型 VGA フルカラープラズマディスプレイの実用化、1996 年に


































































５-３-１-１ CRT に性能を近づけるフェーズ（1996 年～） 
 








当初 AC 型で 50:1、電力においては 42 型で 500W を超えていた。当時の CRT のコントラストは約















の商品に関わる技術力を有していた。当時 CRT の技術の成長性においては、1996 年に 43 型のカ





















































コントラストを 500:1 まで向上させた。AC 型としては後発のパナソニックでは、この技術が AC
型の画質向上のブレークスルーとなると判断し、1996 年にプラズマコ社を買収することで、テ



































図 45 コントラスト向上改善技術 
 
この活動の結果、図 45 に示すように、プラズマコ社の買収 4年後には更に微弱放電の制御を
行った「リアルブラック駆動」を開発し、通常の表示においては CRT とほぼ同じ画質(コントラ
スト 3000:1)を得ることが出来るようになった。この技術は３代目のテレビに導入(TH-42PM30
（2000 年発売）)され、本格的に PDP が市場に認知される様になった。 







































表 21 プラズマコ社の技術獲得の効果 
 
５-３-１-２ 大画面化、ハイビジョン化のフェーズ(2000 年～) 
 
薄型ディスプレイの進化は事業化後、直ちに大画面化と高精細化が求められる様になった。
まず大画面化は 2000 年から一気に加速し、50 型、65 型を商品化した後、2006 年以降も 46 型、
58 型、54 型、85 型、103 型と大型を中心に品揃えを拡充していった。2010 年には 150 型以上の
サイズも商品化される予定である。 








さとして、480 本の解像度では隔壁間の距離が約 360μm 程度であったが、フルハイビジョンに



























































































































































































































































































































プラズマディスプレイの論文数は LCD の論文数に比べておよそ 10 分の１に過ぎない。これは
必ずしも技術的課題の多寡によるものではなく、課題そのものがオープンかクローズかの違い
も潜んでいるものと理解できる。 






きく異なることも特徴として挙げられる。表 25 に示した LCD については、主要な納入先のみを











































































































































































































































コストの比較例である[40]~[42]。LCD は図 53 に示したように部材点数が格段に多く、全コスト
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